








あり､ 機動させるのも人間である｡ 社会生活は､ 最終的には人と人の信頼関係が決め手に





物心がついてはじめて ｢法｣ との関わりに直面したのは､ 太平洋戦争で幼少にして両親
を亡くし､ その ｢後見人｣ と ｢後見監督人｣ の選任を東京家庭裁判所に申し立てる事態と
なったときである｡ 当時､ ５歳の筆者と３歳の妹にとって､ もとより ｢後見人｣､ ｢後見監
督人｣ がどういうことを意味するかは知るよしもない｡ しかし､ 周囲の大人達の話からそ
うしたことに直面していることは､ 子供心に感じていた｡ 幸い､ 父の実妹すなわち叔母が




１ 幼少期における ｢法｣ との関わり
新学区制の施行が始まった昭和 22 年に東京都杉並区立西田小学校に入学した｡ 当時は､
ラジオでのニュース番組を聴くのと新聞を読むのが楽しみであった｡ 昭和 25 年
４年生になって急速に ｢法｣ への関心が芽生えはじめた｡ 当時､ わが国の独立が社会的な
関心の中心になっていた｡ そうしたときに､ 社会科の授業で各自任意に題目を決めて作文
を書くことになった｡ 待ってましたとばかり､ 当時の吉田茂内閣が選択しようとしていた
単独講和論を批判し､ 全面講和論を支持する旨の作文を書いて提出した｡ ところが､ 担任
から母は呼び出され､ ｢ご家庭でこうしたことを吉彦君に教育しているのですか｣ と尋ね
られ､ 母はなんのことか判らず絶句したという｡ このことは､ 大分年が経過したときに､
母が笑いながら聞かせてくれた｡
６年生になると､ 校長が､ 毎週１回ガリ版刷りによる手作りの教材を用いて ｢憲法の話｣
という授業をしてくれた｡ その授業は､ 毎回 ｢憲法は国の根本であります｣ という台詞か
らはじまったため､ 子供達は ｢根本(ｺﾝﾎﾟﾝ)先生｣ というニックネームを付けていた｡ こ





昭和 36 年に法政大学法学部に入学した｡ 大学入学後はじめて手にした法律書は､ 東京
大学学生文化指導会編 『法学研究の栞・上・下』 と横田喜三郎宮沢俊義編 『法学』 であ
る｡ いずれも､ 神田神保町の古書店で購入した｡ 大学受験勉強の際に､ 雑誌 ｢αβ｣ の広
告で見た記憶によるものである｡
当時､ 評論家の大宅壮一氏は ｢法政大学法学部は､ 東京大学法学部の植民地だ｣ と言い









の ｢会社法｣､ ｢外国書購読｣ と千葉正士先生の ｢法哲学｣ であった｡
菅原先生は､ 大変に真摯なお人柄で､ 授業も誠実そのものであった｡ そこで､ 一緒に受
講した友人として､ 前田重行君(商法専攻､ 現・学習院大学法学部教授)との出会いがある｡





話は､ 大学１年に遡るが､ 夏休みに､ 中学校時代の担任の紹介で､ 東京高等裁判所の多




国立大学出身の教員から ｢法政大学の学生はだめだ､ だめだ｣ と常にいわれ続けられて
いたことから､ 俄然ファイトが沸き､ 法政大学法学会という学生の勉学団体が募集した論
文に応募して､ ｢裁判法学についての一考察｣ 外濠法学第 10 号(昭和 38 年)を執筆した｡
だれからも指導はもとより､ 手ほどきを受けないで執筆した思い出深い処女作である｡ 友
人らとこんな教員のために将来を潰されてなるものかという義憤から､ 必死に勉学に励み､
いつか見ていろという意気込みであった｡ その結果､ 法学部同期の法律専門家は､ 研究者




法学部助教授｡ 現在､ 法政大学名誉教授)を紹介する｡｣ とのことであった｡

当時の法政大学大学院は変則的で､ 霜島先生はまだ正式には担当されず､ 池田浩一先生
との共同指導ということであった｡ しかし､ 大学院の授業は､ 研究者養成とは程遠いもの
であった｡ その中で､ お二人の先生との出会いがある｡
お一人は､ 小町谷操三先生である｡ 東北大学名誉教授で､ 定年後法政大学に赴任された
海商法の大家である｡ 菅原先生から､ ｢自分に代わって､ 今後は小町谷先生の仕事を手伝っ
てくれ｡｣ というお話があり､ 同先生のゼミナールを履修すると共に､ そのお手伝いをす
ることになった｡
仕事は､ 第一に､ 『新商事判例集』 (岩波書店)全４巻の編集である｡ 戦前戦後を通じて､
最上級裁判所から下級裁判所までの商事法関係の判例を要旨を付して商法の条文別に分割
し､ 整理するという膨大な作業である｡ 判例集の在り方としては､ 種々問題があるが､ 迅
速かつ正確にこうした作業を行うことは､ 誠に有益であった｡ 第二は､ 先生のライフワー
クともいうべき 『海商法要義』 の出版と改訂と 『商法講義』 の改訂である｡ 自分の専攻す
る分野と異なる領域ではあるものの､ 実体法の特定の分野につき網羅的に勉強できるとい
う格好の機会であった｡ 先生が､ 法政大学を退職後は､ 新宿区弁天町のご自宅に伺い､ 書
庫の中に仕事場が用意され､ 13 年間にわたりプライベートセクレタリーともいうべきお
付き合いをした｡
同時に､ 小町谷先生との出会いは､ 私に二つの大きな成果をもたらしてくれた｡ 第一は､
研究者のあるべき姿を教育されたことである｡ もとより､ ほぼ二世代近く離れた存在であ
るので､ 時代のズレもあるが､ ①雑文とハウツウ物は一切書くな､ ②体系書を書くこと､
③特定の題目についての研究に集中することの３点を厳しく叩き込まれた｡ 第二は､ 編集
者との出会いである｡ その人は､ 朝蜘圭一郎氏(岩波書店)である｡ 朝蜘さんは､ 小町谷先
生をはじめ､ 我妻榮､ 末川博､ 西原寛一等の当時の法律学の大家である諸先生を担当され




が､ 玉川奥沢のご自宅にお招きを受け､ 研究者の欠陥につき厳しいご指摘を受けた｡ それ

４ 法政大学大学院における生活(昭和 40 年４月～48 年３月)
は､ ｢三ケ月氏の 『民事訴訟法』 には､ 制限枚数を大幅に超過してしまったので､ 証拠法
と上訴が欠けたまま､ 刊行するとある｡ しかし､ 三ケ月氏がさらに書き足しても､ 有斐閣
が拒否するはずがない｡ 証拠法と上訴の研究ができていないためだと思う｡ 君が将来書物
を刊行する際は､ こうしたことは絶対にするな｡｣ というお言葉と､ ｢民事訴訟法学者は､
上訴を視野に入れて理論構成していない嫌いがあるが､ これは誤っている｡｣ という貴重
なご忠告をいただいた｡ ちなみに､ 先生の特徴は､ ｢…さん｣ とはいわず､ ｢…氏｣ という
ことにある｡ この二つのご忠告は､ 実務家法曹からの最も印象に残る言葉である｡
その頃､ 法政大学は大学紛争の真っ直中にあったが､ 大学院の自治会が法学部教授会執
行部との交渉において､ 大学院生に法学部の学術誌 ｢法学志林｣ への執筆を一切認めない
のは不当であり､ 指導教授の推薦があれば､ 掲載を認めるべきであるという主張が受け入
れられ､ 筆者の論文もようやく掲載できることとなった｡ それが､ ｢相殺に基づく訴｣ 法
学志林 69 巻１号(昭和 46 年)である｡
その頃､ 私の窮状を見かねた知人の尽力により､ 昭和 48 年４月に開設された大東文化
大学法学部の専任講師に内定した｡ ところが､ 民事訴訟法は３年次の配当なので､ 昭和
50 年４月の就任とされた｡ そのため､ 当時の法政大学法学部長大橋智之輔先生の計らい
により､ 昭和 49 年４月に法政大学法学部の非常勤講師に就任した｡ その後､ 昭和 58 年３
月まで 10 年間続いたが､ 半数に相当する５年間は法学部の首席卒業生が私のゼミナール
からでたので､ 国立大学出身の専任教員からは大変に恨まれ､ 成績の良い者だけゼミナー




昭和 50 年４月に､ 大東文化大学法学部専任講師に就任した｡ そこで､ 当時の民事訴訟
法の主任教授である三宅正雄先生との出会いがある｡ 先生は､ 東京高等裁判所工業所有権





をすると有益である｣ という助言を受けた｡ そうした助言が切っ掛けとなって､ 民事訴訟
法の観点から工業所有権法の研究に踏み出すこととなった｡ 後述する東京大学商法研究会
でも､ その方面の判例報告を好んで担当したのには､ こうした背景がある｡
ところで､ 大東文化大学に就職する前に遡る昭和 48 年９月には､ その後の研究生活を
決定的に左右する新堂幸司先生との出会いがある｡ その頃､ 人を介して新堂先生が頼みた
いことがあるといっているので､ 電話をするようにとの話がもたらされた｡ 学界の大先輩
であるので､ 論文を書いた際には､ もとより必ずお送りしてはいたが､ それまで面識はな
かった｡
本郷の東京大学法学部研究室に赴いてお会いしたところ､ ｢今度､ 筑摩書房が企画する
現代法学全集の 『民事訴訟法』 を執筆するようになったので､ 手伝ってくれないか｡｣ と
いうお話であった｡ まさか､ 前述した私の論文が評価されて引き立てて下さったなどとい
う認識は､ 当然のことながら､ 当時はもとより現在に至るまで微塵ももったことはないし､
現にもっていない｡ しかし､ 当時､ 東京大学の民事訴訟法には､ 助手として高橋宏志君
(現在､ 中央大学法科大学院教授､ 東京大学名誉教授)をはじめ大学院生も複数在籍してい
たので､ それらを飛び越して声を掛けて下さったことに大変感激し､ 即座にお引き受けし
た｡ それからは､ 新堂研究室に私のためのデスクが設置され､ １年余りに及ぶお手伝いが
始まった｡ 主として､ 先生の執筆された原稿を読んで､ 判例学説を補充するという作業で
あった｡ ｢名工の作品｣ に駆け出しの者が手を加える緊張感は例えようもなく､ 身の引き
締まる思いそのものであった｡ 私が加筆した判例学説につき､ 先生からその引用方法をは




また､ 新堂先生のご推薦で､ 昭和 51 年４月には東京大学商法研究会へ入会が認められ
た｡ 矢沢惇､ 鴻常夫､ 竹内昭夫の諸先生の下に､ 少壮の江頭憲治郎助教授(現在､ 早稲田













(２) 『考える民事訴訟法』､ ｢演習民事訴訟法｣ の企画
東京大学商法研究会へ入会するのと､ ほぼ時を同じくして新堂先生が､ 『考える民事訴




ける討議こそは､ 大変高度で有意義なものであった｡ 後者は､ 同一メンバーが作成した設
問につき､ 解説を付するものであり､ 後に完結した際には､ 『演習民事訴訟法２』 (有斐閣・
昭和 60 年７月)として刊行された｡ いずれも､ 実は私に勉強させることを隠れた目的とし
て先生が企画されたものと認識しており､ 先生の恩情には深く感謝している｡
(３) 財団法人民事紛争処理研究基金の設立と運営




は､ 昭和 59年６月からはじまり､ 先生を筆頭に､ 橋元四郎平弁護士(後の最高裁判所判事｡
故人)､ 先生の秘書の権藤キミ子さんと私で行われた｡
それまで､ 中央官庁とは､ まったく付き合いもなく､ 知人もいないところに､ いきなり

所管官庁である当時の文部省との折衝ははじめての経験であった｡ 幸い､ 昭和 61 年１月
30 日には文部大臣の設立認可を得て財団法人として発足した｡ その間の経緯は､ 新堂先
生の執筆された ｢財団法人民事紛争処理研究基金の設立経過報告｣ (財団法人民事紛争処
























時は遡るが､ 昭和 51 年も年末になった頃､ 当時の専修大学福島新吾法学部長から､ 旧
制第一高等学校で同期の三ケ月章先生(当時､ 民事訴訟法学会理事長)に民事訴訟法担当の
兼任講師の推薦依頼があった｡ 人事のこと故､ 詳細は差し控えるが､ 三ケ月・新堂両先生
の協議により､ 新堂先生から私に打診があり､ お受けすることとなった｡ それは､ 昭和 52
年から２年間にわたった｡ その後､ 昭和 54 年１月に当時の本学加藤勝郎法学部長から招
聘のお電話をいただいた｡ すでに､ 大東文化大学における新年度の担当科目や時間割が決
定していた時期での急なお話ではあったが､ その電話の翌日には一日で民事訴訟法の主任
教授､ 学科主任と学部長の了解を取り付けることができた｡ それは､ 小町谷先生が１月４
日に亡くなり､ 直弟子の菅原先生が留学中のため､ 私が代わって本葬に向けた準備をして
いる最中でもあった｡
こうして､ 昭和 54 年４月に法学部助教授として赴任し､ 本学における研究生活がはじ
まった｡ それは､ ちょうど専修大学創立 100 周年という記念すべき年でもあった｡ ところ
が､ この節目に当たり､ 法学部として記念論文集を刊行する企画がないという不思議なこ
とに驚かされた｡ あらかじめ､ 到来時期が確定しているのであるから､ 十分に計画を立て
ることが可能であるにもかかわらず､ だれも提案しなかったのであろうかという疑念を生
じた｡ ある 2 人の先輩教授に尋ねたところ､ ｢この中で､ 執筆できる者が何人いると思う
のか｡｣ と反対に問いかけられてしまった｡ 一冊にまとまるだけの執筆できる者を集める
ことはできないわけではないが､ それでは執筆できなかった者との間に不協和音が残るし､




認識がまったく欠落しているのが大変に残念であった｡ しかし､ 根本は､ そうした人材を








昭和 58 年に､ 同先生から当時先生が理事長をされていた法とコンピュータ学会への入会
のお誘いがあり､ コンピュータとの関わりの一歩を踏み出すこととなった｡ このことは､
後に私にとって大変大きな分岐点となった｡ その後､ 昭和 59 年 10 月には､ 文部省科学研





助教授(当時｡ 現在東京大学名誉教授､ 学習院大学法科大学院教授)を通じて､ 同学会の運
営懇談会委員に就任するように打診があった｡ 昭和 55 年のことである｡ そうした経緯は､
やがて前述した文部省科学研究費特定研究(一) ｢交通災害の抑止と補償に関する学際的研
究｣ における ｢判例検索システムの開発研究班｣ の研究代表者への就任するように､ 加藤













私の専門である民事訴訟法についてみると､ その基本的な姿勢は､ 拙著 『民事訴訟法』





手続法については､ そうしたことは一層顕著であると考える｡ もとより､ 比較法的研究の
重要性を否定するものでもないし､ むしろそうした側面の研究はいまだ不十分であるといっ
ても良かろう｡ しかし､ これまでの民事訴訟法学の状況をみていると､ いたずらに造語に
はしったり､ 利用者はどのような認識で訴訟に対峙しているかにつき､ 考えたこともない





いると考える｡ しかし､ 古くから､ 法曹実務家の執筆された論攷は､ 極めて高度で学術的
にも有益な成果であることは容易に判断できることであるにもかかわらず､ それらの論攷
を積極的に引用するところまではなかなか至っていないようである｡ それは､ 研究者が､
しばしば ｢理論と実務｣ という対比をし､ 実務にはあたかも理論がないかのように無意識
のうちに対処している姿勢に見られるといえよう｡ しかし､ 実務には､ 長年にわたり蓄積
された理論があり､ それは研究者と視点が異なるにすぎないとみるのが相当である｡ そこ














訟法７条)､ 具体的事案につき､ 民事訴訟によるべきか､ 行政訴訟によるべきかが争いに
なることが少なくない｡ そうであれば､ 民事訴訟法学における研究対象としても､ 行政事
件訴訟を視野に入れることは必要であるし､ 行政法の領域における研究成果に常に強い関
心を保持することが必要である｡ それは､ 反対に行政法学者も､ 民事訴訟法を研究した上
で､ 行政事件訴訟法の研究を進めるという姿勢が要求されることになる｡ しかし､ 現状を





する必要もあるまい｡ とりわけ､ 法科大学院の出現することにより､ これまでの学部学生
を主たる対象としたものでは対応できないので､ 新たな教材を作成する必要性は極めて顕
著である｡ しかし､ だれもがそうした作業を行う必要はなく､ 他人の作成した優れた学習
参考書を使用することは､ まったく差し支えないのであり､ むしろそれによって著者以外
の者が付加価値を加えた活用をしてこそ､ 教育的効果も向上するのではないだろうか｡
第二に､ 講義､ ゼミナールの準備の過程､ それらの授業から問題意識の高揚と題材の選
択である｡
大学における授業は､ 学部の授業であれ､ 大学院の授業であれ､ 教員は､ 学生に知識を
授けるのではなく､ 学生から学ぶところに特徴があると考える｡ その意味は､ 講義やゼミ

ナールの準備のために､ 多くの論文､ 体系書を繰り返し繰り返し読み､ さらに分析し､ 検
討し､ そして意を決して授業に臨むこととなる｡ 若い頃は､ まったく蓄積がないから､ こ
れらのために膨大な時間を必要とする｡ 妻が､ ｢専修大学に赴任したばかりである結婚し
た当初は､ 特に民事訴訟法の講義の前日になると､ その準備のために４時間の睡眠で頑張っ
ていたのが､ 最近はずいぶん早くに休むのね｡｣ と､ 冷やかすが､ それは実態である｡ もっ
とも､ たえず､ これまでの考え方を見直すという作業を絶えず怠ることなく続けなければ
ならないので､ 結局､ 講義の準備に費やす時間は変わらないのである｡ しかし､ この過程
こそ､ 大学教授にとって､ 最も重要な時間であり､ 自然の成り行きとしてその過程で疑問
に思った判例や学説､ 新たな問題点こそは､ 論文の題目の候補になって集積してくるので
ある｡ 授業に対する姿勢については､ また後に述べる｡









ても､ 同様であり､ 特に東京に偏らないようにし､ 近畿圏やローカリティー豊かな地域に
ついても､ 可能な限り努めて行動範囲を拡大し､ その結果として思い掛けない成果を上げ
ることも少なくない｡ 拙著 『民事訴訟法』､ 拙稿 ｢民事訴訟手続における個人情報保護｣
法曹時報 60 巻 11 号､ ｢公証・強制執行・倒産処理手続における個人情報保護(1)(2・完)｣
法曹時報 62 巻１号・２号は､ その成果が最も顕著に現れたものである｡
(２) 知的財産法
｢知的財産法は民法と民事訴訟法から構成される｣ (三宅正雄元判事)という助言に触発
されて､ 手続法の観点から知的財産法に関わりを持つようになって 30 年余りが経過する｡
もとより､ 当初は､ 知的財産法という概念はなく､ 工業所有権法あるいは無体財産権法と




当時､ 特許庁所管の発明協会が､ 工業所有権制度発足 100 年を記念して､ ｢月報はつめ
い｣ に ｢工業所有権と著作権｣ について論説の連載を依頼された｡ これは､ 37 回という
３年を上回る長期にわたることとなった｡ ところが､ この中の特許明細書に関する論説を
読んだ特許庁の工業所有権研究室の担当者から､ 同庁の ｢特許研究｣ にその題目で詳細に
論述してほしいという依頼を受けた｡ これが､ 特許庁とお付き合いする端緒となり､ 同庁
の工業所有権研修所の審査官､ 審判官および審判長研修の講師を仰せつかり､ 結局合計











平成３年､ 望月清司学長のときに､ 社団法人私立大学情報教育協会が ｢情報倫理｣ に関
する委員会を立ち上げるので､ 本学に委員を派遣するように要請されたので､ 引き受けて
欲しいというご依頼があった｡ 法学部において､ ｢法情報学｣ の担当責任者でもあったこ
とと､ 法とコンピュータ学会において理事として ｢情報｣ をめぐる種々の問題につき､ 手
続法専攻の立場から関わっていた経緯があり､ 参画することとなった｡ 同協会が打ち出し
た ｢情報倫理｣ に関する提言は､ 情報処理学会､ 日本心理臨床学会等と並んで､ この分野
の先駆的足跡を残すこととなった｡
法学部の ｢法情報学｣ の授業においても､ オムニバス方式の利点を活かして ｢情報倫理｣










た｡ その発想は､ 民事訴訟は情報と情報の戦いであり､ 最終的にはいかに良質の情報を多
数収集し､ それらに基づき説得力ある理論構成を形成することができるかが決め手になる
と考えたことを基盤としている｡ これは､ やがて民事訴訟法学会におけるデビュー報告へ
と繋がっていくこととなる｡ また､ 終生の研究は､ (１)～(４)につき並行的に研究を遂行
するにつれ､ ｢民事訴訟法の観点から 『情報』 の研究｣ に集約化することを目標にするこ
ととなった｡ このようにみると､ その端緒となった加藤一郎先生との出会いは､ 新堂先生
との出会いとともに､ 私の研究生活において掛け替えのないものがある｡
民事訴訟法の研究手法として､ 実務家法曹､ 企業人からの徹底した取材することを心掛
けている旨を述べた｡ その前提として､ 著書や論文を執筆しり､ 研究会等で報告する際に
は､ 可能なかぎり独力で検討を重ねた上で､ 一定の仮説を立て､ 問題の所在のとらえ方等
につき､ 最も精通していると考えられる関係者からご批判を受けることからはじまった｡
それらのご交誼いただいた方々には､ これまでお名前を挙げた他に､ 泉徳治氏(元最高裁

















響力を考えると､ 慎重な対応が望まれる｡ 例えば､ 準消費貸借に関する最判(二小)昭和




経験に基づく知識や考え方は貴重なものがあるが､ それと同時に限界がある｡ たとえ､ 実
務家法曹や企業法務担当を長年にわたって従事してきたとしても､ その経験から生み出し
た知識や考え方にはどうしても偏りがある｡ したがって､ そうした情報につき､ 情報源と




るし､ 有益である｡ 先に挙げた拙稿 ｢民事訴訟手続における個人情報保護｣ 法曹時報 60
巻 11 号と ｢公証・強制執行・倒産処理手続における個人情報保護(1)(2・完)｣ 法曹時報










研究に反映させることは､ 最も重要なことである｡ 私は､ 専任教員として就職できたのが
34 歳と遅かったことと､ その後専任校が変わったという事情に加えて､ 家庭の事情から
一度は断念していた｡
ところが､ 平成２年および平成６年に､ 通商産業省の仕事で､ 前者はフランス､ ドイツ
及びイギリスに､ 後者はアメリカ合衆国､ フランス及びドイツに出張する機会が得られ､
限られた期間ではあるが､ 貴重な経験をすることができた｡ 帰国後に､ 猛烈に留学したく
なり種々の方策を検討してみたが､ やはり越えがたい課題があった｡ 当時の鎌田浩法学部
長にお話ししたところ､ すでに 50 代半ばになっている者が､ 外国留学したいからといっ
て家庭の事情を乗り越えることは､ 社会通念からいって困難であり､ 無理するほどのこと
ではないという趣旨の忠告を受け､ 結局断念した｡









にその機会が訪れ､ 昭和 61 年５月 17 日に大阪大学で開催された第 56 回民事訴訟法学会
大会においてである｡ 当時､ 同学会の理事長であった新堂先生からは､ ｢ 『この問題につ
いては､ 甲説と乙説あり｡ 余輩折衷説を採る｡』 というような報告は聴いていてうんざり
するのでするな｡ 標題と内容目次を見ただけで､ いったいなにを話すのだろう､ と思わせ
るような報告をしろ｡｣ という注文を付けられた｡
そこで､ ｢情報化社会における民事訴訟法｣ という標題で報告することとした｡ 極度に
緊張して臨み､ 直近２週間は胃腸の調子は最悪であった｡ 司会者は､ 松浦馨先生がご担当
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下さり､ 報告の結果も幸い好評であった｡ 深夜まで､ 新堂先生が慰労して下さったことは





大学教授の使命につき､ 我妻榮先生は､ ｢元来､ 私は､ 大学教授には二つの任務がある
と思っている｡ 一つは､ その専攻する学問分野の全部にわたって講義案ないし教科書を作
ることであり､ 二つは､ 最も興味を感じ重要と信ずるテーマを選んで､ 終生の研究をそこ
に集中することである｡｣ (我妻榮 『近代法における債権の優越的地位』 (有斐閣・昭和 28
年)序)といい､ 最近では､ 刑事訴訟法の松尾浩也先生が再確認されている(松尾浩也 『来
し方の記―刑事訴訟法との 50 年―』 (有斐閣・平成 20 年)221 頁)｡ このことは､ 時代の
経過を越えて該当することであり､ 私は常に指針としてきた｡
ア 専攻分野について体系書の執筆
第一の体系書の執筆について､ かねてから構想として考えてはいた｡ しかし､ 手順とし
ては､ 今から半世紀ほど前に､ 小林直樹先生が､ 東京大学法学部における憲法の講義録を
10 冊程度のＢ５版のタイプ印刷によって作成し､ それを黄色の仮表紙を付けた４冊本に
し､ さらにライトブルーの表紙を付けた２冊本にし､ 最終的に本製本の 『憲法講義』 とし
て上下２冊本を完成させた手法を見習おうと考えていた｡ 小林先生が､ 何年間でこの作業
を完成されたのか伺ったことはないが､ 私は､ 50 歳代後半を迎え､ もはやそうした時間
的余裕はない｡ そこで､ 一気に書き下ろすこととした｡ その際に､ 脳裏に浮かんだのは､
先に述べた村松俊夫先生の助言のほかに､ 加藤新太郎判事(現在､ 東京高等裁判所部総括
判事)の助言がある｡ 昭和 60 年から 61 年にかけて､ 松浦馨､ 新堂幸司､ 竹下守夫の３先
生からのご指示により､ 兼子一 『条解民事訴訟法・上』 の全面改訂作業のお手伝いを加藤






そして､ 民事訴訟法学に対する基本的な姿勢は､ かつて新堂先生から ｢第一に､ 自分は､
兼子一先生の著書を基本として､ それに対して徹底的に疑問を投げかけることからはじまっ
た｡ 君も､ 僕の著書に述べられていることをまず徹底的に疑ってかかれ｡ 第二に､ 通説を
所与のものとして鵜呑みにするのではなく､ 疑ってかかれ｡｣ と激励されたことがすべて
の原点である｡ 前者は､ 先生ご自身の体験に裏付けられたことであり､ 後者は､ 我妻先生
以来の東京大学法学部の伝統であるといえよう(我妻榮 ｢序｣ 鳩山秀夫 『債権法における
信義誠実の原則』 (有斐閣・昭和 30 年)４頁参照)｡ そこで､ 先生のご助言に従い､ 新堂説
や通説を所与のもの受け入れることなく､ 個々の問題につき､ なぜ先生はこのように考え
るのかという点から分析と検討を開始することとした｡
また､ 執筆の基本方針は､ ① 実務への効用―実務と学説の止揚､ ② 引用文献の論文
中心､ ③ 最高裁判所､ 法務省及び日本弁護士連合会等公的資料の活用､ ④ 実務家から
の直接聴取による情報の収集､ ⑤ 民法､ 商法等民事実体法､ 行政法の研究成果の活用で
ある｡ そして､ 平成 14 年４月に 『民事訴訟法』 を刊行することができた｡ 本書は､ 育て
の母に捧げることとした｡ その５ｶ月前には､ 母の病状が悪化し､ とても間に合わないと





同様に､ 新堂先生にお届けしたところ､ ｢出版するのが 10 年遅い！50 歳までに体系書
が書けなければいけない｡ 一生書けない者は論外だ｡｣ と､ 一喝喰った｡ ところが､ 私が
辞去した後に､ 秘書の権藤さんに ｢あいつ大変な仕事をよくやったなあ｡｣ とおっしゃっ
ていたという話をしばらく経過した後に､ 権藤さんから聞くことができた｡ なるほど､ 人
の指導とはこういうように行うものかと改めて認識するとともに､ 先生の自愛あふれるご
指導には胸にこみ上げるものを禁じ得なかった｡
ちなみに､ 同書は､ 幸いにして現在第４版(平成 21 年)を数えている｡
最近､ 体系書と教科書の区別がつかない研究者がいるようである｡ 拙著につき､ ｢しょ
せん教科書でしょ｡｣ という同僚がいるという報告を受けたが､ 大学教授としての資質が
疑われる｡ そういう程度の者から､ はったりだけの授業を聞かせられる学生が気の毒であ
る｡ 研究者であれば､ 体系書と教科書とは､ 厳密に区別して考えるのであり､ 優れた教科
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書であっても､ 体系書とはいえないことがある｡ このことは､ 拙稿 ｢契約法における民法
と民事訴訟法の交錯―平井宜雄著 『債権各論・Ⅰ上 契約総論』 について｣ 専修大学法学
研究所報№40(平成 22 年)24 頁に述べている｡
イ 特定の問題についての終生の研究
先に述べた民事訴訟法学会におけるデビュー報告として､ ｢情報化社会における民事訴
訟法｣ (民事訴訟雑誌第 33 号)を発表したのにはじまり､ 民事訴訟法の観点から ｢情報｣
を分析し､ 検討することに研究の照準を合わせて推し進めることとした｡ 個人情報､ 個人
信用情報等は､ 手続法と深く関わりがあるにもかかわらず､ 現実に生起する諸問題につき
ほとんど未開拓であることに着目し､ 手続法の観点から取り上げ､ 深く掘り下げることを
中心にして､ 研究を進めてきた｡ その総決算ともいうべき成果が､ ｢民事訴訟手続におけ
る個人情報保護｣ 法曹時報第 60 巻第 11 号(法曹会・平成 20 年)及び ｢公証・強制執行・
倒産処理手続における個人情報保護(１)・(２・完)｣ 法曹時報第 62 巻第１号・第２号(法
曹会・平成 22 年)である｡ 法曹時報編集委員会のご厚意により長文の論文を執筆する機会
と掲載が認められ､ 大変うれしく思っている｡
これらの成果は､ 補足した上で､ 専修大学を定年退職する人生で最も大きな節目を迎え




あった｡ とりわけ､ プレゼンテーションについては､ 私立大学において学生として教員と
して体験してきたことを踏まえて､ 極めて重要であることを認識していたので特に留意し
た｡ それによって､ たとえ大教室であっても､ 緊張感あふれる雰囲気を醸し出すことがで
きるからである｡
(１) ｢民事訴訟法｣ の講義について




第一に､ 私が担当する民事訴訟法は､ ３年次配当なので､ １・２年次で基本書といっしょ
に ｢判例百選｣ を教科書として用いていれば､ 判例を活用した授業が可能であるが､ そう
した前提となるべき環境基盤がないので､ 民事訴訟法の講義は大変に苦労することとなる｡
それでも､ 本学では､ 講義資料を印刷して受講生に無料で配布することが制度化されてい
るので､ たとえ大教室の授業であっても効率を上げることが可能である｡ 訴状､ 答弁書､
準備書面等各種の書式､ 不動産登記簿､ 商業登記簿を配布することは､ 学生の理解を著し
く容易にする｡ さらに､ 様々な資料を配付し､ それらは､ ｢民事訴訟法講義資料１｣ とい
うように､ 番号と通し頁を付することにより､ 検索し易いようにしている｡ 最後の平成
22 年度についてみると､ 前期と後期を合わせて､ 最終的に№80 に及び､ 実質的には 100
枚をはるかに超えている｡ 学生からは､ 読み切れないという声を聞くが､ その都度 ｢教科
書の復習と講義資料を読み終わってから休め｣ といっている｡
第二に､ 講義の程度を落とさず､ 他の大学の学生と競争できるだけの実力の養成に努め
ることである｡ それは､ 競争力の修得であるとともに､ 高い目標を設定することである｡
当初は､ 裁判所職員試験第１種試験を目標としていたが､ 現在では､ 裁判所職員試験第１
種試験および法科大学院進学を目標として設定している｡ 本学の学生の水準に合わせるこ
とが無難であるとか､ それもやむを得ないという意見が多いようである｡ しかし､ 専修大
学の学生にも人生がある｡ 本学と同程度の法政大学に学生として学び､ 本学より遙かに水
準の低い大東文化大学からはじまった研究生活を通して､ 常に上記のような意見を浴びせ




改定することになったが､ 強い疑問を抱いている｡ それでは､ 本学法学部が切り札として
社会に送り出す真摯な学生は失望してしまうのであり､ ｢負のスパイラル｣ に陥ってしま
うと考える｡ また､ 比較的勉学意欲のある学生は､ 必修化を敬遠し､ 総合コースから逃避
するという｡ それは､ いい加減な授業をされているにもかかわらず､ 必修といわれるのは
筋が通らないという教員に対する不信感に起因するのであり､ 教員は謙虚に反省する姿勢
が必要である｡ こうした現状に照らすと､ 教員は､ 一段と授業に工夫を施すとともに､ 授
業の準備にこれまでにも増して時間を掛け､ 学生の理解に努めるのが本筋である｡
第三に､ 充実した体系書を使用して講義を行うことである｡ そうした趣旨により､ 当初
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て講義録を作成するようになった｡ その私のゼミにおける伝統は 15 年間ほど続いた｡ 私
は､ そうして提供された講義録を２セット製本して､ 研究室と自宅に置くこととした｡ 毎
年春休みにそれらを読み返すと､ 反省することばかりで強い自己嫌悪に陥っていた｡ しか
し､ そうした学生との絆は､ やがて自分自身の体系書を書き下ろす自覚を促すこととなっ
た｡ もっとも､ 体系書を執筆するに当たり､ それらの講義録を参照することはなかった｡
そして､ 現在では､ 拙著 『民事訴訟法』 を使用して講義を行っている｡














はじめて聞く出色の考え方であり､ 強い衝撃を受けた｡ その年度の最終講義の際に､ 氏名
を特定することは差し控えたが礼を述べ､ 将来著書を刊行する際には必ず活用させていた







た｡ そこで､ 以後は毎年前期は ｢民事事件の具体的事例研究―民法と民事訴訟法の交錯―｣
という題目で ｢民法｣ を取り扱うこととし､ 夏期合宿を分岐点として､ 受講生の様子を見
ながら､ そのまま後期も民法を取り扱う年度もあれば､ 前期に講義を終えた民事訴訟法を
取り入れた民法を取り扱うという取組みをした年度もあり､ 現在にいたっている｡
そうした中で､ 新設された ｢民事訴訟法演習｣ を平成 21 年度にはじめて担当した｡ 法
科大学院や公務員試験を志望する学生が多かったことと､ 最初で最後の機会ということも
あり､ 手加減なき指導を行った｡ 側聞するところでは､ それを受講し､ 法科大学院を志望
した学生は､ 各大学にすべて合格したという｡ 彼らは､ 他大学なみの授業とはこういうも
のであることをはじめて体験させられた旨の感想を述べているとのことである｡
(３) ｢法学｣ の講義について
一年次生に対する ｢法学｣ の授業は極めて重要である｡ ところが､ なかなかその点につ
いての認識が稀薄のようである｡ ｢ 『法学』 は､ 研究者としてスタートをきった若い者に
させればよい｣ という誤った発想が根強く残っている｡ 一年次生に対する ｢法学｣ を担当
して欲しいと学部長から依頼された某先輩教授が激怒して直ちに辞職願を提出したことが
あったが､ 正しくそうした発想を象徴しているといえよう｡ 私は､ 隅野隆徳学部長の時代
に､ 学部長から ｢これからは訴訟法の時代である｣ といって､ ご依頼を受け､ 当時の刑事
訴訟法専攻の庭山英雄教授とともに２年間担当したことがある｡ 前期を私が､ 後期を小野
新教授が担当するという方式を採ったが､ 小野教授の学識のお蔭で私にとって大変有益で









図ろうとする不見識極まる態度である｡ いわんや､ 大学院の科目を担当することが､ あた
かも学者としてのステイタスシンボルであるかのように認識することは基本的に誤ってい




現在､ 本学法学部は､ 極めて厳しい状況にあることは､ 法学部関係者が認識を同じくし
ているといえよう｡ しかし､ 現状に甘んじてあきらめの境地に止まるのではなく､ 法学部
の総力を挙げて再生に努めなければならない｡ 学部教育､ 大学院教育を通した学生の水準
高揚に向けた一貫性ある姿勢をいかにして形成するかということである｡ 私立大学なれば












し､ その発言は思いつきであったり､ はったりであってはならない｡ とりわけ､ 大学教授
はいかなる専攻領域であっても､ 厳密な概念と緻密な論理に基づき過不足ない発言が求め







するというようなことは､ この上ない不見識なことである｡ とりわけ､ 学部長職にある者
はもとより､ 学部長職にあった者がそうした行動の中心となるような事態は､ 法学部の終
焉を想起させる姿である｡




が極度に嫌悪する傾向にある｡ 大学教授が､ 現状を明らかにするとともに､ その問題の所
在を指摘する場合は､ 通常裏付けを取った上で行うものである｡ ところが､ そうした発言
につき､ ｢そういう事実はない｣ とか､ ｢そういうことはありません｣ とか､ ｢そういうこ
とはないと信じたい｣ というような発言をすることは､ 前記発言者に対する重大な侮辱で
あることはもとより､ 極めて不見識な態度である｡ 近年､ 学部長をはじめとして､ 専任教
員にこのような倫理観と主体性の欠如が顕著に見受けられる｡
大学教授と学界との関係については､ すでに 12(1)イで詳細に述べたところであるので､
繰り返すことは差し控える｡ 大学教授の主戦場は､ 学界である｡ 私は､ 10 近い学会に入






もっとも､ 私の年齢になると､ あまり周囲から批判されなくなるので､ 裸の王様になり




ことが必要であると考え､ 平成 22 年７月に日本民事訴訟法学会関西支部研究会に入会し





法曹実務家との研究面での交流として､ 虎ノ門法律実務研究会がある｡ 昭和 56 年３月
に設立され､ 毎月第二火曜日に開催されている｡ 第二東京弁護士会研修認定団体に指定さ






法人工業所有権情報・研修館)講師として審査官､ 審判官､ 審判長研修に 20 年間携わり､
さらに国税庁税務大学校講師として本科及び実査官研修講師として 18 年間担当してきた｡




















すべてを私と妹のために差し出してくれたお蔭である｡ 平成 20 年１月４日 96 歳で天寿を
全うする前年に､ その病床で ｢人間として当然のことをしたまでよ｡ それよりも､ 今になっ
てあなたに大変な迷惑をかけてしまったわね｡｣ と微笑みながら静かに語りかけられた言
葉は未だに忘れられない｡ 高齢化時代であっても､ もはや歳に不足はないとはいえ､ 専修
大学を晴れて無事定年を迎えることができた姿を見せられないことは､ 返す返すも残念で
ある｡ 必ずや､ 泉下において､ 私の両親と３人で喜んでくれていることであろう｡
他方､ 客観的側面においては､ われわれの背後には､ この途を志し優れた才能があるに
もかかわらず､ 種々の事情により思いを叶えることができずに去っていった数多くの優れ
た者が潜在することを忘れてはならない｡ その点に思いをはせるならば､ いい加減な言動
や行動は絶対にできないし､ 行ってはならないのではあるまいか｡ また､ 専修大学の学生
の 1人 1人にも人生がある｡ 毎回の授業は､ われわれ大学教授にとっては長い研究生活の
一コマであっても､ 学生にとっては一生一度の授業であり､ 毎回の授業の積み重ねがその








本稿は､ 平成 22 年 12 月７日に開催された法学研究所主催の ｢梅本先生を囲む会｣ における
報告に加筆したものである｡ (うめもと よしひこ 専修大学法学部教授)
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